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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　探査船を用いて水中地盤の構造を探査する電気比抵抗探査システムであって、
　前記探査船に連結され、複数の電極が取り付けられたストリーマーケーブルと、
　前記探査船に搭載され、前記ストリーマーケーブルに取り付けられた複数の電極から電
気比抵抗を測定する多チャンネル電気比抵抗探査機と、
　前記探査船に搭載され、前記探査船の位置をリアルタイムで測定する第１のＲＴＫ　Ｇ
ＰＳと、
　前記ストリーマーケーブルの末端に設けられ、前記ストリーマーケーブルの末端の位置
をリアルタイムで測定する第２のＲＴＫ　ＧＰＳと、
　メモリ、データ演算部、地下構造解析部、及び制御部を含み、測定データが入力されて
電気比抵抗逆算により河底地盤構造を映像化する演算装置を含んでなり、
　前記探査船は、
　前記探査船の下部に装着されて水の電気伝導度を測定する電気伝導度測定器と、
　前記探査船の下部に装着されて水中深度を測定するサイドスキャンソナーと、を含み、
　前記演算装置は、前記電気伝導度測定機で測定された水の電気伝導度データ及び前記サ
イドスキャンソナーで測定された水中深度データを制限条件として、測定された電気比抵
抗データに対して２次元逆算を遂行することを特徴とする、ストリーマー電気比抵抗探査
システム。
【請求項２】
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　前記ストリーマーケーブルは、
　その末端に末端浮標を連結してストリーマーケーブルが直線を維持するようにすること
を特徴とする、請求項１に記載のストリーマー電気比抵抗探査システム。
【請求項３】
　前記ストリーマーケーブルには、
　前記複数の電極間に浮標が設けられて、前記電極が水と接触を維持しながら浮いている
ことができるようにすることを特徴とする、請求項１に記載のストリーマー電気比抵抗探
査システム。
【請求項４】
　前記第２のＲＴＫ　ＧＰＳは、
　ラジオモデムを具備し、これを介して前記ストリーマーケーブルの末端の位置情報を前
記探査船に伝達することを特徴とする、請求項１に記載のストリーマー電気比抵抗探査シ
ステム。
【請求項５】
　前記演算装置は、
　前記電気伝導度測定機で測定された水の電気伝導度データと前記サイドスキャンソナー
で測定された水深データを前記第１のＲＴＫ　ＧＰＳで測定された位置データを用いてＧ
ＩＳデータに生成し、
　前記第１のＲＴＫ　ＧＰＳで測定された位置データ及び前記第２のＲＴＫ　ＧＰＳで測
定された位置データにより精度良い測定位置のＧＰＳデータを計算し、
　前記測定位置のＧＰＳデータに基づいて前記多チャンネル電気比抵抗探査機で測定され
た電気比抵抗データに対して２次元逆算を遂行し、逆算結果を用いて河底地盤構造を映像
化する演算を遂行することを特徴とする、請求項１に記載のストリーマー電気比抵抗探査
システム。
【請求項６】
　前記演算装置であって、
　測定された電気比抵抗データに対して２次元逆算を遂行するにあたって、前記深度デー
タ及び前記水の電気伝導度データが制限条件として入力されることを特徴とする、請求項
５に記載のストリーマー電気比抵抗探査システム。
【請求項７】
　メモリ、データ演算部、地下構造解析部、及び制御部を含む演算装置で測定されたデー
タを用いて河底地盤構造を解析する方法であって、
　（ａ）前記データ演算部で前記メモリから水の電気伝導度データと探査船の位置データ
とを読出して、位置に従う水の電気伝導度地図を生成するステップと、
　（ｂ）前記データ演算部で前記メモリから水深データと探査船の位置データとを読出し
て、位置に従う水深地図を生成するステップと、
　（ｃ）前記データ演算部で前記メモリから探査船位置データとストリーマーケーブル末
端位置データとを読出して、精密測定位置データを生成するステップと、
　（ｄ）前記地下構造解析部で前記精密位置データに従って電気比抵抗測定データに対し
て２次元逆算を遂行するステップと、
　（ｅ）前記地下構造解析部で前記逆算結果を用いて河底地盤構造を映像化するステップ
と、を含み、
　前記（ｄ）ステップで、前記（ａ）ステップで得られた位置に従う水の電気伝導度デー
タ、及び前記（ｂ）ステップで得られた位置に従う水深データが制限条件として入力され
ることを特徴とする、ストリーマー電気比抵抗探査システムを用いた河底地盤構造解析方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気比抵抗探査システム及びこれを用いた河底地盤構造解析方法に関し、よ
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り詳しくは、河や湖水の河底の堆積層の厚みや基盤岩境界を確認するために、水の上で電
気比抵抗を測定するシステムと測定された電気比抵抗を逆算アルゴリズムによりモデリン
グして地下構造を解析する電気比抵抗探査システム及びこれを用いた河底地盤構造解析方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　河や湖水の河底の堆積層の厚みと基盤岩境界を確認することは、河底浚渫のための土砂
量の算出、橋梁設計の安定性確保、運河設計のための掘削方法の最適化のために必須であ
る。
【０００３】
　基盤岩境界を確認する一般的な方法は、試錐を行うものであるが、これは最も正確に土
砂層と風化層、基盤岩の境界を知ることができる方法であるが、試錐地点に限定された深
さ情報のみを与えて、試錐費用が非常に高く、時間がたくさんかかる短所がある。
【０００４】
　その他の方法には、ＧＰＲ（Ground Penetrating Radar）探査や浅部弾性波探査を適用
できるが、次のような問題がある。まず、ＧＰＲ探査は河や湖水の電気伝導度に従って可
探深度が制限され、特に土砂堆積層の電気比抵抗が低い場合、レーダー波の透過が非常に
制限される。次に、浅部弾性波探査は適した送信源の開発が必要であり、これに伴う受信
機センサの開発も必要であるという問題がある。
【０００５】
　このような問題によって、本発明では水上電気比抵抗探査を適用しようとする。一般に
、電気比抵抗探査は導体に一定な電流を流し、一定な２地点の電位差を測定することで、
２地点間の抵抗を計算する方式からなる。即ち、電気比抵抗探査は不均質な媒質で複雑に
形成された地層構造を映像化するために地下内に人為的に電流を透過して電位差を測定し
た後、地下媒質の電気的物性分布を求めて、地質構造や異常帯を把握する地球物理学的方
法である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところが、前述した電気比抵抗探査は、地表面に沿って探査を遂行して地表の下部の地
質構造を把握することに用いられるが、本発明でのように、水上電気比抵抗探査時には水
上での電極の位置変化に従う電気比抵抗の測定問題を解決しなければならず、より正確な
解析のために、逆算時に希望しない河川水部分を除いては、河底地盤構造に対してのみ解
析できるように、測定位置に従う河川水に対する電気比抵抗データがさらに必要とされる
問題がある。
【０００７】
　本発明は、このような従来技術の問題点を解決するためのものであって、水上での電極
の位置変化に従う電気比抵抗だけでなく、河川水の電気伝導度もリアルタイムで測定して
、速い時間内に非常に高い正確度で河や湖水の下の堆積層の厚みと基盤岩境界を確認する
ことができる電気比抵抗探査システム及びこれを用いた河底地盤構造解析方法を提供する
ことをその目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的を達成するための本発明のストリーマー電気比抵抗探査システムは、探査船
を用いて水中地盤の構造を探査する電気比抵抗探査システムであって、上記探査船に連結
され、複数の電極が取り付けられたストリーマーケーブルと、上記探査船に搭載され、上
記ストリーマーケーブルに取り付けられた複数の電極から電気比抵抗を測定する多チャン
ネル電気比抵抗探査機と、上記探査船に搭載され、上記探査船の位置をリアルタイムで測
定する第１のＲＴＫ
ＧＰＳ（Real Time Kinematic GPS）と、上記ストリーマーケーブルの末端に設けられ、
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上記ストリーマーケーブルの末端の位置をリアルタイムで測定する第２のＲＴＫ ＧＰＳ
と、を含んでなる。
　また、上記探査船は、上記探査船の下部に装着され、水温及び水の電気伝導度を測定す
る電気伝導度測定器と、上記探査船の下部に装着され、水中深度を測定するサイドスキャ
ンソナー（Side Scan Sonar）と、をさらに含んでなることができる。
　このような本発明により、変化する位置に従い河底の電気比抵抗及び河川水の制限条件
データ（水深、水温、水の電気伝導度）をＲＴＫ
ＧＰＳを通じた位置情報を活用してリアルタイムで測定して、速い時間内に河底地盤構造
を解析できる新たな探査システムを提供することができる。
　また、前述した本発明において、上記ストリーマーケーブルは、その末端に末端浮標（
tail buoy）を連結してストリーマーケーブルが直線を維持するようにすることが好まし
くて、上記複数の電極間に浮標（buoy）を設けて、上記複数の電極が水と接触を維持しな
がら浮いていることができるようにすることが好ましい。
　また、上記第２のＲＴＫ ＧＰＳは、ラジオモデムを具備して、上記ストリーマーケー
ブル末端の位置情報を上記探査船に伝達できるようにすることが好ましくて、伝達された
ストリーマーケーブル末端の位置情報は、第１のＲＴＫ
ＧＰＳで測定された探査船の位置情報と共に計算されて精度良い測定位置を提供するよう
になる。
　また、本発明のストリーマー電気比抵抗探査システムは、測定データが入力されて、電
気比抵抗逆算により河底地盤構造を映像化する演算装置をさらに含んでなり、上記演算装
置は、上記電気伝導度測定機で測定された水の電気伝導度データと上記サイドスキャンソ
ナーで測定された水深データとを上記第１のＲＴＫ
ＧＰＳで測定された位置データを用いてＧＩＳ（Geographic Information System）デー
タに生成し、上記第１のＲＴＫ
ＧＰＳで測定された位置データ及び上記第２のＲＴＫ
ＧＰＳで測定された位置データにより精度良い測定位置のＧＰＳデータを計算し、上記測
定位置のＧＰＳデータに基づいて上記多チャンネル電気比抵抗探査機で測定された電気比
抵抗データに対して２次元逆算を遂行し、逆算結果を用いて河底地盤構造を映像化する演
算を遂行する。
　この際、測定された電気比抵抗データに対して２次元逆算を遂行するにあたって、上記
深度データ及び上記水の電気伝導度データが制限条件として入力されることを特徴とする
。
　このような演算装置を用いて河底地盤構造を映像化することができ、これによって河底
の堆積層の厚みと基盤岩境界を容易に確認することができる。
　また、上記の目的を達成するための本発明のストリーマー電気比抵抗探査システムを用
いた河底地盤構造解析方法は、メモリ、データ演算部、地下構造解析部、及び制御部を含
む演算装置で測定されたデータを用いて河底地盤構造を解析する方法であって、（ｃ）上
記データ演算部で上記メモリから探査船位置データとストリーマーケーブル末端位置デー
タを読出して精密測定位置データを生成するステップと、（ｄ）地下構造解析部で上記精
密位置データに従って電気比抵抗測定データに対して２次元逆算を遂行するステップと、
（ｅ）上記地下構造解析部で上記逆算結果を用いて河底地盤構造を映像化するステップと
、を含み、上記（ｄ）ステップで、水深及び水の電気伝導度が制限条件として入力される
ことを特徴とする。
　また、上記の目的を達成するための本発明の更に他のストリーマー電気比抵抗探査シス
テムを用いた河底地盤構造解析方法は、メモリ、データ演算部、地下構造解析部、及び制
御部を含む演算装置で測定されたデータを用いて河底地盤構造を解析する方法であって、
（ａ）上記データ演算部で上記メモリから水の電気伝導度データと探査船の位置データと
を読出して、位置に従う水の電気伝導度地図を生成するステップと、（ｂ）上記データ演
算部で上記メモリから水深データと探査船の位置データとを読出して、位置に従う水深地
図を生成するステップと、（ｃ）上記データ演算部で上記メモリから探査船位置データと
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ストリーマーケーブル末端位置データとを読出して、精密測定位置データを生成するステ
ップと、（ｄ）上記地下構造解析部で上記精密位置データに従って電気比抵抗測定データ
に対して２次元逆算を遂行するステップと、（ｅ）上記地下構造解析部で上記逆算結果を
用いて河底地盤構造を映像化するステップと、を含み、上記（ｄ）ステップで、上記（ａ
）ステップで得られた位置に従う水の電気伝導度データ、及び上記（ｂ）ステップで得ら
れた位置に従う水深データが制限条件として入力されることを特徴とする。
　このような方法により、位置に従う水深及び水の電気伝導度に対するデータを逆算時に
制限条件として挿入することで、河の下部の地下構造に対してのみ逆算を遂行できるので
、河を含んだ逆算に比べて非常に高い正確度が得られる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によると、電気比抵抗を測定結果を基本にして河底構造を解析するにあたって、
まずＲＴＫ ＧＰＳを通じたリアルタイム位置情報を用いて変動される位置での電気比抵
抗及び河川水に対するデータを同時に速く測定することができ、逆算時に制限条件として
位置別水深及び電気伝導度を入力して、誤差を減らして正確な解析結果が得られる。
【００１０】
　即ち、本発明により速い時間内に河や湖水の河底の堆積層の厚みと基盤岩境界を正確に
確認できるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、添付した図面を参照しつつ本発明の好ましい実施形態を詳細に説明する。
【００１２】
　本発明は、ここで説明される実施形態に限定されず、他の形態で具体化されることがで
きる。むしろ、ここで紹介される実施形態は開示された内容が徹底し、かつ完全になるよ
うに、そして当業者に本発明の思想が十分伝達できるようにするために提供されるもので
ある。
【００１３】
　図１は本発明の一実施形態に従うストリーマー電気比抵抗探査システムのブロック図で
あり、図２は本発明のシステムの装置構成を示す図である。
【００１４】
　本発明に従うストリーマー電気比抵抗探査システムは、各種測定装置が搭載された探査
船１００と複数の電極が取り付けられたストリーマーケーブル１１０とからなる。
【００１５】
　探査船１００には多チャンネル電気比抵抗探査機１６０、第１のＲＴＫ ＧＰＳ（Real 
Time Kinematic GPS）１５０が搭載され、その下部には電気電導度測定機１３０、及びサ
イドスキャンソナー（Side Scan Sonar）１４０が設けられることができる。
【００１６】
　多チャンネル電気比抵抗探査機１６０は、ストリーマーケーブル１１０に取り付けられ
た複数の電極から電気比抵抗を多チャンネルで同時に測定し、第１のＲＴＫ
ＧＰＳ１５０は探査船の位置をｃｍ水準でリアルタイムで測定する。
【００１７】
　探査船の下部の水中に装着された電気電導度測定機１３０は、水の電気伝導度を測定し
、サイドスキャンソナー１４０は超音波を用いて河や湖水の水深を測定するようになり、
ここで測定された水深及び電気伝導度は逆算時に制限条件として用いられる。
【００１８】
　一般に、電気比抵抗探査を行った後、逆算により地下構造を把握する場合、測定電極下
部の全体を対象にするようになるが、本発明でのように河上に浮かんでいる電極を通じて
探査を行うと、河の下部地層の全体を逆算対象にするようになる。ところが、河と河の下
部地層の全体を逆算対象にする場合、目的とする河の下部地層構造解析に誤差が大きく発
生する。したがって、逆算模型で河川水の深度と電気比抵抗（電気伝導度の逆数）を固定
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値として入れて、河の下部の地層に対してのみ電気比抵抗測定結果で逆算を遂行すると、
河川水を含んで逆算を遂行する場合に比べて正確度が非常に高まる。
【００１９】
　したがって、これのためには逆算過程に制限条件として使用する河川水の深度及び電気
伝導度（電気比抵抗の逆数）に対するデータが必要とされるが、本発明では探査船１００
の下部に電気伝導度測定機１３０及びサイドスキャンソナー１４０を装着して、逆算の制
限条件として使われる水の水深及び電気伝導度を同時に測定して河底地盤構造をより速く
て、かつ正確に解析するようになる。
【００２０】
　このような河川水の電気伝導度及び深度データは、本発明の探査システムと別個に測定
されたデータを用いることもできるが、このような場合には本発明の探査システムで電気
伝導度測定機及びサイドスキャンソナーは装着されないこともある。
【００２１】
　探査船１００に連結されたストリーマーケーブル１１０には電気比抵抗の測定のための
複数の金属電極１１２が取り付けられ、複数の電極間には小型浮標（buoy）が設けられて
、電極１１２が水との接触を維持しながら浮いているようにする。ストリーマーケーブル
１１０の末端には末端浮標（Tail buoy）１１６が連結されてストリーマーケーブルが直
線を維持するようにし、末端浮標１１６には第２のＲＴＫ
ＧＰＳ１２０が設けられて、ストリーマーケーブルの末端の正確な位置をリアルタイムで
測定するようになる。また、第２のＲＴＫ
ＧＰＳ１２０はラジオモデムを備え、これを通じて位置情報を探査船１００に伝達し、第
１のＲＴＫ
ＧＰＳ１５０で測定された探査船１００の位置と共に記録される。
【００２２】
　また、本発明のストリーマー電気比抵抗探査システムは、測定データが入力されて電気
比抵抗逆算により河底地盤構造を映像化する演算装置２００をさらに含んでなる。このよ
うな演算装置２００は、探査船１００に直接搭載されて探査データに従ってリアルタイム
で河底地盤構造の映像を表すことができ、探査線１００に搭載されず、格納された測定デ
ータに基づいて陸上で別途に河底地盤構造を映像化することもできる。
【００２３】
　このような演算装置２００は、メモリ２１０、データ演算部２２０、地下構造解析部２
３０、及び制御部２４０を含んでなることができる。メモリ２１０は各種測定データを格
納することになり、データ演算部２２０は測定されたデータを地下構造解析に適用できる
位置別データに再構成し、地下構造解析部２３０は電気比抵抗データに基づいて２次元逆
算を遂行し、最終の地下電気比抵抗モデルの解析結果に基づいて地下構造を映像化し、制
御部２４０は上記の演算過程を制御するようになる。
【００２４】
　演算装置２００では、図３に図示されたアルゴリズムを用いて次のステップを遂行する
ことによって、河底地盤構造を映像化する。
【００２５】
　まず、データ演算部２２０で、電気伝導度測定機１３０で測定された水の電気伝導度デ
ータとサイドスキャンソナー１４０で測定された水深データとを上記ＧＰＳデータを用い
てＧＩＳ（Geographic Information System）データに生成する。即ち、（ａ）データ演
算部２２０でメモリ２１０から水の電気伝導度データと探査船位置データとを読出して位
置に従う水の電気伝導度地図を生成するステップ（Ｓ３１２）と、（ｂ）データ演算部２
２０でメモリ２１０から水深データと探査船位置データとを用いて位置に従う水深地図を
生成するステップ（Ｓ３１４）が遂行される。
【００２６】
　次に、第１のＲＴＫ ＧＰＳ１５０で測定された位置データ及び第２のＲＴＫ ＧＰＳ１
２０で測定された位置データを通じて精度良い測定位置のＧＰＳデータを計算する。即ち
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、（ｃ）データ演算部２２０でメモリ２１０から探査船位置データとストリーマーケーブ
ル末端位置データとを読出して、精密測定位置データを生成するステップ（Ｓ３１６）が
遂行される。これで、第１のＲＴＫ
ＧＰＳの位置データ及び第２のＲＴＫ ＧＰＳの位置データに基づいて各電極の測定位置
に対する精度良い位置データが計算されることができる。
【００２７】
　次に、測定位置のＧＰＳデータに基づいて多チャンネル電気比抵抗探査機１６０で測定
された電気比抵抗データに対して２次元逆算を遂行し、逆算結果を用いて河底地盤構造を
映像化する演算を遂行する。即ち、（ｄ）地下構造解析部２３０で上記精密位置データに
従って電気比抵抗測定データに対して２次元逆算を遂行するステップ（Ｓ３２０）、及び
（ｅ）地下構造解析部２３０で上記逆算結果を用いて河底地盤構造を映像化するステップ
（Ｓ３２２）が遂行される。
【００２８】
　この際、（ｄ）ステップで、（ａ）ステップで得られた位置に従う水の電気伝導度デー
タ、及び（ｂ）ステップで得られた位置に従う水深データが制限条件として挿入される。
【００２９】
　このように、逆算ステップ（Ｓ３２０）を通じて最終の地下電気比抵抗モデルの解析結
果が導出され、これを用いて河底地盤構造を映像化するようになり、このような映像を分
析して河底の堆積層の厚みと基盤岩境界を容易に確認することができる。特に、逆算ステ
ップ（Ｓ３２０）で、位置に従う水深及び水の電気伝導度に対するデータを制限条件とし
て挿入することで、河の下部の地下構造に対してのみ逆算を遂行できるので、河を含んだ
逆算に比べて非常に高い精度が得られる。
【００３０】
　電気比抵抗探査資料解析において、逆算は、仮定した地下電気比抵抗模型に対し、各測
点での理論電位または見かけ比抵抗を計算し、理論値が現場探査資料に近接するように、
地下電気比抵抗模型を修正し、これを反復遂行するようになる。理論値と測定値との差が
十分に小さくなると、逆算が収束されたということができ、最終の地下電気比抵抗モデル
の解析結果に基づいて地下構造を映像化する。このような逆算遂行及び映像化過程は、上
記アルゴリズムに基づいて構成された解析ソフトウェアにより遂行される。
【００３１】
　上記のように、逆算ステップ（Ｓ３２０）で挿入される水の電気伝導度及び水温は、本
発明の探査システムとは別に測定されて、ＧＩＳ形態で格納されたデータが使われること
もでき、このような場合には前述したステップのうち、（ａ）ステップ（Ｓ３１２）及び
（ｂ）ステップ（Ｓ３１４）は、省略されることもできる。
【００３２】
　以下、前述したように構成された本発明に従うストリーマー電気比抵抗探査システムの
作用について説明する。
【００３３】
　探査船１００は、探査目的地へ移動して、ストリーマーケーブル１１０を水の上に浮上
させ、ストリーマーケーブル１１０に取り付けられて水に接触している探査電極１１２に
電流を印加させる。この電流は、探査電極１１２を通じて水中に印加され、この電流は電
流経路を通じて他の探査電極１１２へ流れる。
【００３４】
　この際、電流経路に垂直するように得た値の電位を持つ等電位線が形成されるが、この
等電位線は水面まで繋がるようになって、探査電極１１２間の等電位線の差、即ち電位差
が測定されて、そのデータが逆に多チャンネル電気比抵抗探査機１６０に入力される。し
たがって、探査電極１１２に流した電流量と測定された電位差を用いると、均質な地下媒
質の正確な実際の比抵抗値を知ることができる。
【００３５】
　また、電気比抵抗が異なる物質が地下に存在すると、電流は電気比抵抗が低い物質側へ
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、より多く流れることになって、結局、経路に垂直な等電位線に変形を起こし、水面で測
定される電位差にも影響を及ぼすことになるが、これから水面で測定した電位差を用いて
地下媒質の電気的な異常帯に関する情報で見かけ電気比抵抗が得られて、このようなデー
タを通じて地下の電気比抵抗構造を獲得することができる。
【００３６】
　また、前述したように、河底地盤構造に対する正確な解析のためには、逆算時に河川水
に対する電気比抵抗データを制限条件として挿入する必要があり、これのために探査船の
下部に装着された電気伝導度測定機１３０及びサイドスキャンソナー１４０で水の電気伝
導度及び水深を測定するようになる。
【００３７】
　電気伝導度測定機１３０には水温センサが取り付けられて、水の電気伝導度と水温が共
に測定できるが、これは水の水温に従って水イオンの活動度が変わって、電気伝導度が変
わるためである。
【００３８】
　サイドスキャンソナー１４０は、超音波を水中に送出した後、河底で反射された超音波
を受信して水深を測定する。
【００３９】
　このように測定された水の電気伝導度及び水深データは、探査船のＧＰＳデータと合わ
せられてＧＩＳデータに格納されて、測定位置に従う電気比抵抗の逆算時に制限条件とし
て入力される。
【００４０】
　このように、本発明では水の水深及び電気伝導度を同時に測定し、これを逆算の制限条
件として挿入することで、河底地盤構造に対する速くて、かつ正確な解析を可能にする。
【００４１】
　以上、図面と明細書において実施形態が開示された。ここで、特定の用語が使われたが
、これはただ本発明を説明するために使われたものであって、意味の限定や特許請求範囲
に記載された本発明の範囲を制限するために使われたものではない。したがって、本技術
分野の通常の知識を有する者であればこれから多様な変形及び均等な他実施形態が可能で
あることを理解するはずである。したがって、本発明の真の技術的保護範囲は添付された
特許請求範囲の技術的思想により定まるべきである。
【００４２】
　本発明に従うストリーマー電気比抵抗探査システム及びこれを用いた河底地盤構造解析
方法は、河底基盤岩境界などの地下構造解析に適用されることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の一実施形態に従うストリーマー電気比抵抗探査システムを示すブロック
図である。
【図２】本発明の一実施形態に従うストリーマー電気比抵抗探査システムの装置構成を示
す図である。
【図３】本発明の一実施形態に従うストリーマー電気比抵抗探査システムを用いて河底地
盤構造を解析するアルゴリズムを示す図である。
【符号の説明】
【００４４】
１００　　探査船
１１０　　ストリーマーケーブル
１１２　　電極
１１４　　浮標
１１６　　末端浮標
１２０　　第２のＲＴＫ
ＧＰＳ
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１３０　　電気電導度測定機
１４０　　サイドスキャンソナー
１５０　　第１のＲＴＫ
ＧＰＳ
１６０　　多チャンネル電気比抵抗探査機
２００　　演算装置
２１０　　メモリ
２２０　　データ演算部
２３０　　地下構造解析部
２４０　　制御部
 
 

【図１】
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